〈消費税廃止各界連絡会〉２０１３年４月版　（案）
＊アレンジしてお使いください。

●みなさんこんにちは。こちらは消費税増税に反対する各界連絡会です。私たちは、１年後に迫った消費税の税率８％への引き上げ・大増税の中止を求めて、増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお訴えしています。
●安部首相は、デフレと円高からの脱却、名目２％以上の経済成長達成などを掲げ、実現するため「アベノミクス」と呼ばれる強気な経済政策案を掲げています。しかし、その前提は消費税の大増税だということを見過ごしにはできません。

●消費税を１０％にすれば、社会保険料負担などとあわせ、年収５００万円のサラリーマン４人世帯で年間３１万円もの負担増という政府の試算がでています。
働く人の所得が減り続けているいま、消費税を増税すれば、家計の底を突き破り、デフレに苦しむ日本経済を奈落の底におとしいれます。被災者にもさらなる苦しみを押しつけることになり、許すわけにはいきません。賃金を上げ、中小企業の支援を強化すること、そして何より消費税増税をやめさせ、国民のふところを直接あたためることが、デフレ脱却の大きな決め手になります。
●そもそもデフレの原因は、企業が内部留保や株主配当に偏重し、人件費を圧縮し、消費にお金が回らなくなったことです。企業の経常利益を見てみると、１９９７年を１００％とした場合、現在の経常利益は１６３％に増えています。一方、労働者の所得・雇用者報酬は８８％まで落ち込んでいます。金融緩和や公共事業で大企業を優遇しても、内部留保が増えるばかり。肝心な国民のふところが暖まらなければ、根本的な解決にはなりません。消費税増税に賛成の意見を持つ有識者からも、デフレの最大の原因は国民の所得低下。内部留保を活用すべきとの声が上がっています。
●そしてみなさん、「アベノミクス」によって、政府が消費税増税をしなければならないと根拠にしてきた理由が総崩れになっています。
「社会保障のため」といっていたのに、生活保護の大幅削減を突破口に、介護、医療、年金、保育などあらゆる分野で給付の削減と負担増が計画されています。
また、「財政再建のため」といっていたのに、大都市環状道路や国際コンテナ戦略港湾など無駄と浪費の巨大公共事業のバラマキが復活しています。
●そもそも消費税は、弱い立場の人に重い、不公平な憲法違反の税金です。
私たちは、増税の中止を求めて、４月１１日に東京・日比谷野外音楽堂で、「消費税大増税中止を求める国民集会」を開催します。この地域からも、代表が参加し、直接国会議員や政党に「消費税増税ストップ、ダメなものはダメ」という声を直接届けます。

世論調査でも、国民の過半数が増税の中止を求めています。国会議員は、公約を守り、政府は国民の声に耳を傾ける責任があります。国民の暮らしも国の財政も再起不能に追い込む消費税大増税はやめさせましょう。あなたの「増税は困る」という声を国会請願署名に託してください。ぜひご協力をお願いします。


















